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任用・活用における基本的な視点  

○高齢者介護・障害者福祉分野のパラダイムの転換  

社会福祉士の役割と機能   

（1）福祉制度毎の事業内完結型の支援から、権利擁護や利用者の自立と尊厳に基づいた横  

断的な地域移行支援への取り組み   

（2）「社会資源の開発・調整及び連携支援」及び「運営管理」等への取り組み   

（3）窓口対応業務から要支援者の身近な環境で支援するアウトリーチによる支援   

（4）他職種専門職との連携によるチームアプローチ等の手法による総合的一継続的な支援   

（5）より高い水準の福祉専門職の養成に取り組む教育機関（専門職大学院等）の展開を見  

通し、これらとの連携によるスーパービジョンやマネジメント等の総合的な支援   



○専門性の高い人材を育成し活用するための基本的な考え方  
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○専門性の高い社会福祉士の有効活用を推進   

・職域の拡大   

・任用・活用環境の改善  

○地域の福祉力の向上（社会的認知度の向上）   



1．社会福祉士の実態と実践について  

（1）社会福祉士の現況報告  

（2）社会福祉士の専門性の開発に関する本会の取り組み  

（3）社会福祉士の地域での実践  

（4）社会福祉士を支援する組織強化への取り組み   



（1）社会福祉士の現況報告  

○ 日本社会福祉士会では2000年（平成12年）に、社会福祉士に   

対する全数調査を実施した。介護保険法施行直後であり、また支援   

費制度施行前であるが、以下の項目について調査結果を報告する（詳   

細は別冊資料参照）。  

査対象者数18，615名、回答者数7，831人（42．1％））  

①勤務形態×勤務先  

②年収  

③年収×性別  

④年収×年齢  

⑤年収×社会福祉従事通算年数  

⑥年収×職種  

⑦年収×勤務先  

⑧年収×勤務先×職種（勤務先：N＞400）   

（老人福祉施設、知的障害者施設、老人保健施設、医療機関、行政機関、社会福祉協議会）  
⑨2000年と2006年の勤務先構成比率の比較  
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1）2000年（平成12年）調査結果  

○年収400万円未満が過半数、600万円未満が80％を占めた。  

○収入状況の性別では男性、年齢では50歳代が高く、社会福祉従事通算年数が長いほど  

高くなった。  

○勤務先では行政機関、教育機関がやや高い傾向にあった。  

○職種では管理職■補佐・係長の収入が高く、ついで教育・研究職、介護支援専門員であ  

った。  

2）2000年と2006年11月現在における勤務先構成比率の比較  

○新たに設置された地域包括支援センターヘの比率が増加した。  

○独立型社会福祉士の比率が増加した。   



社会福祉士の専門性の開発に関する本会の取り組み  
一生涯研修制度における研修プログラムの提供－  

1）社会福祉士として共通基盤となる研修の提供   

社会福祉士は年齢や障害区分など特定の属性にある人だけを対象に援助するのではなく、  
日常生活を送る上で困難を有する人に対し、福祉の側面からその生活を支援する専門職であ  
る。そのため、本会の生涯研修では社会福祉士として共通に必要な知識・技術を深めること  
を志向している。そこで、本会では社会福祉士として共通に必要な知識・技術として6領域  
（「福祉権利」「生活構造」「対人援助」「地域支援」「福祉経営」「実践研究」）を設定している。   
・社会福祉士全国統一研修（2000年から毎年全国8会場（定員約1，500名）で開催）  

（テキスト『社会福祉援助の共通基盤 上・下』の発行（2001年））   

・地域包括支援センター実務者研修（2006年度は全国4了都道府県で展開中）、他  
（テキスト『地域包括支援センターのソーシャルワーク実践』の発行（2006年））  

2）社会福祉士の新しい活動領域を対象とした専門研修の提供   

社会福祉士として共通に必要な知識・技術を活用することを前提に、本会では地域の福祉  
ニーズを素早くキャッチし、それに応えられるような知識と技術を有した社会福祉士を確保   
するという観点から、専門的な研修を実施している。   
・成年後見人養成研修（1998年から毎年実施、延べ修了者数約2，500名）   

・独立型社会福祉士養成研修（2004年から実施、延べ修了者数135名）、他  

3）新しい福祉課題に対応した研修の提供  

・ホームレス支援研修、滞日外国人支援研修、虐待対応研修、他   



日本社会福祉士会の研修プログラム例と社会福祉士の活動領域  

日本社会福祉士会が主催している  

全国8会場で開催  

地域包括支援センター実務者   

社会福祉士全国統一研修  丑           的   な  全国47都道府県支部で酬      修 倫理綱領伝達のためのリーダ  倫理研修（全国47都道府県ヨ    ケアマネジメント研修   

成年後見人を養成する研修  

1998年から1年間の通信  

専  現在までに約2，500人が侶  

門  

2（カ4年から1年間の通信‡  

研  

修  

2一泊3年から1年間の通信耳  

障害者の地域生活支援研修（  

保健医療分野のソーシャル  

（専門研修）  

2003年から1年間の鯛  

・〔現在は全国社会福祉協議  現場実習指導者養成に関する  
■ － － － ● ■■ ■■■－ ■■■－－ ■－ ■■－ － ■■－  

Ⅳ高齢者・障害者・低所得者¢  

II 

人材養成研修（専門研修）   

現在プログラムを開発中。  

新 し し＼ 課 題 研 修  

ll息  

研修（2006年度）  実践への展開状況等（活動領域）  

○活動領域に関わらず、社会福祉実践をする者  

○初年度約3500の地域包括支援センターに社   

会福祉士が配置  

○活動領域に関わらず、社会福祉実践をする者  

と支部で展開中）  

○ケアマネジメント技術を必要とする職域  

○受任件数 約1800件（2∝旧年8月現在）  

○全国の成年後見人に占める割合・3．3％   

※親族以外の第三者後見人に占める割合は、司  

法書士、弁護士に次いで約16％。  

（2∝略年最高裁資料）  

○現在、約100人（会員）が地域における相談支   

援の核的な存在として開業中。  

○第2種社会福祉事業の届出（福祉サゼ碑」用援助   

事業）  

研傾  

研修を開始  

○地域において障害者の生活を支援する機関  

○障害者自立支援法における相談支援事業所  

（専門研修）  

研修を開始  

レワーク専門研修  
○保健医療施設・機関  

研修を開始  

研修（専門研修）  ○現場実習を請け負う施設・機関  

褒義会にて運営中）  

の就労を支援する  
○生活保護者、ホームレス、母子家庭、福祉的就労   

者等を対象に就労をコーディネートする現場  
2007年から予Il  

○ホームレス調査や巡回相談  

○滞日外国人問題に関わる機関・NPO等  

○市町村の相談窓口、児童福祉司   



日本社会福祉十会の研修プログラムと開催箇所  

2006年度実績   

本 部 実 施  支 部 実 施  

研 修 名 称  

全国単位  フヾロック単位  ブロック単位  支部単位   

礎研修】  

新入会員向け全支部にて実施  ○全支部   

通研修】  

社会福祉士全国統一研修  08会場  

地域包括支援センター実務者研修  ○全支部   

或包括支援センター評価シート活用者研修   ○  

「社会福祉士の倫理綱領」伝達研修  ○（ゾウヾ一朝修）  ○全支部   

ケアマネジメント研修   ○（2005年までリータヾ－研修を開催）   

成年後見人継続研修（実践編）   ○  

成年後見人継続研修（基礎編）  03会場  

成年後見制度活用講座  ○全支部   

子ども虐待対応研修  02箇所  

滞日外国人支援研修   ○  

ホームレス支援研修   ○  

独立型社会福祉士全国研究集会   ○  

在宅研修モデル事業  03支部   

ブロック研修  ○全デロック  

門研修】  

成年後見人の養成研修   ○  03支部   

独立型社会福祉士養成A研修   ○  

独立型社会福祉士養成B研修   ○  

障害者の地域生活支援研修   （⊃  

：医療分野のソーシャルワーク専門研修   ○（日本医療社会事業脇会と共同開発）   

現場実習指導者養成特別研修   ○（教材開発、現在は全国社会福祉協議会が実施）   

発中の研修】  

就労支援研修（専門研修）  

高齢者施設内虐待対応研修  

画中の研修】  

更生保護対応研修  



（3）社会福祉士の地域での実践   

高齢者介護・障害者福祉分野のパラダイムの転換に伴い、社会福祉士の実践は、  

入所型社会福祉施設を中心とした相談援助から、地域を基盤に、権利擁護の視点に  

基づいて住民の福祉ニーズに応える実践が増加している。日本社会福祉士会は、9  

0年代以降のパラダイム転換を見通し、生涯研修（1999年開始）を通じて、地  

域でソーシャルワークを展開するための知識と技術を有した社会福祉士の専門性の  

開発に努めてきた。  

1）成年後見人養成と受任への取り組み  

2）虐待対応への取り組み  

3）地域包括支援センターの実践について  

4）独立型社会福祉士の実践について   



1）成年後見人養成と受任への取り組み   

措置から契約への流れの中で、判断能力の不十分な成年者への財産管理と身上監護を担う成  
年後見人が重要な役割を果たすことから、本会は介護保険法施行前の1998年（平成10年）  
から成年後見人の養成を開始。  

●後見人候補者名簿登録者数：約1，700名（2006年4月現在）  

●成年後見人等受任件数：約1，800件（2006年8月現在）   
・社会福祉士の受任件数の内、市町村長申し立てによる受任の比率は26％  

●親族以外の第三者後見人に占める比率は16％   

・司法書士、弁護士についで3番目（平成17年度最高裁統計より）  

●後見人へのバックアップとして、全国47都道府県支部に成年後見人等への支援組織   

として「ぱあとなあ」を設置   

・成年後見利用に関する相談の実施（各都道府県「ぱあとなあ」）   

・弁護士会や司法書士会等の他団体と連携し定期的な勉強会を開催  

●福祉関係者のための成年後見活用講座の実施（毎年全国で約4，500名が受講）  
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2）虐待対応への取り組み   

本会は日本弁護士連合会と連携して地域包括支援センターの権利擁護業務を支援するため  

各都道府県支部に、在宅高齢者虐待への対応をバックアップする「在宅高齢者虐待対応専門職  

チーム」の設置を推進している。  

●現在までに18支部が設置もしくは設置予定  

・高齢者虐待防止体制整備事業（事例検討会への専門員派遣）  

・合同学習会の実施  

・虐待対応職員研修の実施  

・市町村の虐待対応取り組み調査  

・県内4箇所の圏域で対応チームを設置し定期相談会を実施予  

定  

【実践事例】 大阪府  
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3）地域包括支援センターの実践について  

○改正介護保険法施行に伴い、全国の自治体に地域包括支援センターが設置され、社会福祉   
士は、そこに必ず配置しなければならない専門職となった。  

○社会福祉士は、地域生活の継続支援、権利擁護、包括的支援、福祉に関する専門的知識と   
技術を用いて、主に総合相談支援業務及び権利擁護業務等を他職種とのチームアプローチに   
基づいて行う。  

○本会は社会福祉士が地域包括支援センターにおいて求められる役割を遂行できるよう、実   

務者研修プログラムを開発（2005年）し、47都道府県で実務者研修を展開する（2006年）   

とともに、各支部がそれぞれの地域に応じた支援を展開している。  

【例：神奈川県支部の取り組み】  

●県内全地域包括支援センターの実態調査  

●地域包括支援センター従事者による定期的な意見交換会の開催  

●研修会や事例検討会の開催  

●ホームページ上へのサポートデスクの設置  

●地域包括支援センター運営協議会への参画  

○現在、地域包括支援センターにおける社会福祉士の実践を評価し、さらなる知識1技術の   
向上に向けた支援システムを準備中。  
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4）独立型社会福祉士の実践について  

○独立型社会福祉士は、地域を基盤として独立した立場でソーシャルワークを実践する者で   

あり、ソーシャルワーク実践するにあたって   

・職業倫理と十分な研修と経験を通して培われた高い専門性にもとづき、   

・あらかじめ利用者と締結した契約に従って提供する相談援助の内容及び、その質に対し  

責任を負い、   

・相談援助の対価として直接的に、もしくは第三者からの報酬を受ける。  
（『独立型社会福祉士養成研修テキスト』（日本社会福祉士会，2006年））  

○独立型社会福祉士の実践領域（例）  

①個人との契約による事業領域（相談援助等）  

②権利擁護に関する領域（後見業務、福祉サービス利用援助事業等）  

③公的サービスや行政委託等による事業領域（居宅介護支援業務、各種審査会等）  

④福祉サービス提供事業等との契約による事業領域（第三者評価や苦情解決等）  

⑤社会資源開発に関する領域（移送サービス、レスバイト等）  

○本会の取り組み  

●独立型社会福祉士養成研修（2004年開始、研修修了者数：135人（2006年9月現在））  

●独立型社会福祉士のネットワーク（全国研究集会の開催（年1回）、メーリげリストの活用）  

●名簿登録（ガイドブック作成（予定））、保険加入  

現在、独立型社会福祉士の人数は少ないが、組織上の制約がない独立型社会福祉士は、  
地域で生活上の支援を必要としている住民を支える社会資源として重要。  
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（4）社会福祉士を支援する組織強化への取り組み  

今後、地域の福祉ニーズに応えるためには各支部を拠点とした地域レベルでの組  

織強化を図る必要がある。  

1）組織率の向上（組織率29．1％（2006年11月現在））  

2）支部の社団法人化の推進（13支部が社団法人化（2006年11月現在））  

3）その他（社会福祉士への支援）  

・コンサルテーションやスーパービジョンシステムの構築  

・苦情等への対応  

・社会福祉士賠償責任保険制度の普及  

・国際ソーシャルワーカー連盟との連携  
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日本社会福祉士会支部別会員数  

2006年11月01日現在  

男   女  男   女  
北海道   551 i 525   1．076   2．3   2．2   4．5   

青森   国   149   0．5  0．6   1．1   

岩手   150 i 143   293   0．6  0．6   l．2   

宮城   139 i 318   0．6  0．7   l．3   

秋田   76   78   152   0．3  0．3   0．6   

山形   125 j 167   292   0．5  0．7   1．2   

福島   122 j 223   345   0．5  0．9   1．4   

茨城   131 : 215   346   0．5  0．9   1．4   

栃木   113 i 1台3   296   0．5  0．色   1．2   

群馬   182 i 202   384   0．8  0．包   1．6   

埼玉   35畠   543   901   1．5  2．2   3．7   

干葉   351 i 4g3   844   1．5  2．0   3．5   

東京   931  1．533   2．464   3．9  6．3   10．2   

神奈川   651  1，069   1．720   2．7  4．4   7．1   

新潟   30畠   3了5   683   1．3  1．6   2．8   

富山   78 i 柑3   26l   0．3  0．8   

石川   13年   1∈18   323   0．6  0．8   1．3   

福井   101 i 160   261   0．4  0，7   1．1   

山梨   64 i 白6   150   0．3  0．4   0．6   

長野   239 i 306   545   1．0  1．3   2．3   

岐阜   16畠   263   43l   0，7  1．1   1．8   

静岡   336   423   759   1．4  1．畠   3．1   

愛知   43金   615   1．053   1．8  2．5   4．4   

三重   Hは   245   433   0．8  1．0   1．8   

滋賀   135 i 225   360   0．6  0．9   1．5   

京都   244 i 607   1．0  1．5   2．5   

大阪   536 j 81l   1．347   2．2  3．4   5．6   

兵庫   383 1 603   986   1．6  2．5   4．1   

奈良   94 i 16l   255   0．4  0．7   l．1   

和歌山   70   10g   り9   0．3  0．5   0．了   

鳥取   78 i 96   174   0．3  0．4   0．7   

島根   105 i 131   23（；   0．4  0．5   1．0   

岡山   178 i 258   436   0．7  1．1   l．8   

広島   3日   378   692   1．3  1．6   2．9   

山口   160 i 23包   398   0．7  1．0   l．6   

徳島   73 i 93   166   0．3  0．4   0．了   

香川   白了   16（】   247   0．4  D．7   l，0   

愛媛   －11畠   212   330   0，5  0．9   1．4   

高知   61 i 91   152   0．3  0．4   0．6   

福岡   350 i 54l   89l   1．4  2．2   3，了   

佐賀   55 i 64   1t9   0．2  0．3   0．5   

長崎   113 i 209   322   0．5  0．9   1．3   

熊本   198 i 272   4了0   0．畠  1．1   l．9   

大分   163   169   332   0．7  0．7   1．4   

宮崎   91 i 87   178   0．4  0．4   0．7   

鹿児島   220 i 220   440   0．9  0．9   1．8   

沖縄   84 i 159   243   0．3  0．7   1．0  

9．968  14，1g4   24，162   4l．3  58．7   100．0   

社会福祉士登録者数 83，027名  

本会の会員数  24，040名  

組織率  29．1％   
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」■法人化支部  

法人化準備中支那  

社民法人北海道社会権祉士会  
2006年12月1日悪賢立（予定〉  製兼閻竺金  

ゐぜ ノ√  

二⊥一′′醐誓会  
社団法人滋賀県社会福祉士会＼、  
2005年3月31日設立  

社団法人軍部社会福祉士会   
200了年2月1日設立（予定）  

社民法人福岡奥社会福祉士舎  埼玉県 法人化準傾中  
表面百年2月1日喜受立  

漂組賃閻祉土合  

千葉県 法人化準備中  

盟訟軒替轟璽祉士会  

社団法人純科Il県社会福祉士舎  
†裏面†年6月26日星責立  

′一 社団法人空知県社会福祉士会  

祉士会  
法人大阪社会笹  2．吾桑県（272人）  

3．東京都（248ヰ人）  
4．神奈川県〈叩20人）  

弓；莞菜獣）  

5年了月23日設立  

社団法人広島県享  
武治6年4月1日…  

兵庫唱 法人化進傾中  

喜；頬 府 
く00了人〉  

大分県 法人化牽備中  
1呂：譜嚢…選評  
11．稽同県〈891ノり  社団法人熊本県社会福祉士会  

◎ダ＼2PO6チ3ヲ2アワ讐空  12．性質県川9  
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鹿児島県 法人化掌傾中  

準備中  

乱念  
くg86人  ‥認諾   

♂′ ・焉監悪幣脚－・1楯  
（332人）  4．大分   

5．鹿児島県（448人）  

（）は、H氾6，111現在の会員劉   




